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０．はじめに 
2017・2018 年改訂学習指導要領において、育成すべき資質・能力を身に付けるために「主体

的・対話的で深い学び」（いわゆるアクティブ・ラーニング）の実現が求められている。そのた

めに、子どもたちが協働的に学習を行うことが有効とされる。そこで現在、協同学習（cooperative 

learning）および協働学習（collaborative learning）に注目が集まっている。両者はともに、子ど

もたちの協働を生かした授業づくりの方法・理念である。これまで様々な研究者によって多様

な理論・実践が蓄積されてきており、その内実は複雑な様相を呈している。 

しかしながら、「主体的・対話的で深い学び」という規定は、そうした多様性・複雑性を覆い

隠してしまう。「協働学習の方法が教師に推奨しているものの中には、実際のところ、協同学習

が達成しようとしているものを阻害する傾向にあるものもあり、またその逆も言える」1という

主張が示唆するように、協働的な学習は、焦点がぶれてしまうことが往々にしてある。たとえ

ば、子どもたちが話し合いで多様な考えを練り上げていく場合、議論に不慣れなグループには

教師が積極的に介入すべきであるにもかかわらず、主体性に期待するあまり放任を是とするモ

デルを適用するという事例が挙げられる2。そうなると、子どもたちは無為に無意味な時間を過

ごすばかりか、結局「主体的・対話的で深い学び」を保障されないという不利益を被る。 

こうした事態を打開するためには、協働的な学習に関する理論・実践の多様性を検討し、そ

れぞれの特性を整理する必要がある。言い換えれば、理論的にも実践的にも、協同学習と協働

学習の間、あるいはその内実および背景をもとにした、協働的な学習の分類・類型（以下、類

型論）を明らかにしなければならないということである。 

同様の問題意識に立つ先行研究としては、友野清文によるものがある3。友野は、これまでな

されてきた数々の類型論を取り上げ、「グループ学習の中に質的に異なる活動形態があることを

自覚することで、それを選択したり組み合わせたりすることで、より豊かな学習が実現するの

ではないだろうか」4と結論づける。しかし次の二点で課題が残されている。第一に、友野自身

は類型論を列挙するのみで、それぞれの類型論が持つ問題点や限界について検討していない。

第二に、友野の挙げる類型論はいずれも協同学習と協働学習とを単純に二分したもの（以下、

二分法）であり、それぞれの内部の対立に言及したものではない。協同学習ひとつをとってみ

ても、協働するスキルを重視するか否か、評価するのが協働の成果か過程かなどの点で対立が

見られる。類型論の実践的意義は、「豊かな学習」を「実現」させるだけではなく、協働の成果
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として評価すべきものを明確にし、協働的な学習の評価という難題の解決につながるという点

にもある。それは両者の内的多様性を踏まえたより精緻な類型論によってこそ実現するだろう。 

そこで本稿では、協働的な学習の類型論に関する現状の到達点と課題を検討することを課題

とする。そのために、従来中心的であった二分法の課題を明らかにしたうえで、協同学習研究

が生み出し、近年協働学習にまで裾野を広げるに至った多元的な類型論を検討することを通し

て、類型論のあるべき姿を追究する。なお以下、引用などの場合を除き、協同学習を cooperative 

learning の訳、協働学習を collaborative learning の訳とし、訳語の違いについては取り上げない。 

 

１．協同学習／協働学習という二分法の検討 
（１）両者の共通基盤を認めつつ明確に区別する立場 

実践のぶれを正しうる協働的な学習の類型を描くとなれば、大きくは協同学習と協働学習と

をどう区別するかを考えることになる。友野の見解では、両者は「グループで協力しながら行

う学習形態であり、知識を教師（外部）から与えられる実体としてではなく、相互の活動の中

で作り上げていくものと見なす点で共通している」一方で、「学び考える内容、想定する学習者

像、活動の組織、評価方法、教師の役割などの多くの点で」異なっている5。このように、両者

に一定の共通性を認めつつ、いくつかの局面で相違点を見出す二分法が多く用いられる。 

代表的なのは、ニューヨーク市立大学の英文学者ブラッフェ（Kenneth A. Bruffee）によるも

のである。ブラッフェは、1995 年、高等教育分野の学術雑誌 Change において、本来は学校段

階で使い分けられるべき協同学習と協働学習とが混同されてしまっている状況を打開すべく、

両者の差異を検討している6。協同学習としてはジョンソンら（David W. Johnson & Roger T. 

Johnson）のモデルが、協働学習としてはそれまでにプラグマティズムに依拠して自らが理論化

してきたモデルが論拠となっている。ブラッフェの二分法を要約すれば、表１のようになる。 

ブラッフェの二分法における分類基準はいずれも知識の性質から説明されうる。ブラッフェ

によれば、知識には基礎的な（foundational）ものと非基礎的な（nonfoundational）ものがあり、 

 

表１ ブラッフェによる協同学習と協働学習との区分7 

協同学習 協働学習 
初等教育～中等教育。 教育段階 中等教育～高等教育。 

生徒たちが等しく全力でグループ活動に参
加できるように、教師は子どもたちに数々の
社会的役割を担わせる。 

生徒の 
役割 

社会的役割としては、記録係のみが設定さ
れる。それも教師が割り当てるのではなく、
初めにグループ内で決める。生徒の説明責
任は軽視される。

教師はグループに度々介入してくる。 教師の 
介入 

生徒の手によって管理を進める。教師が介
入してくるのは稀で、それも特定の場合に
限られる。

教師は生徒たちのグループ過程（グループの
成員の関係性など）を評価する。 評価 協働して学んだ内容をどれだけ書けるか、

適用できるかを個別に評価する。 

個人間の競争を排除しようとする。 競争 
競争を排除することはない。グループの協
働性はチームワークにあり、グループ間の
競争が活用される。

扱う問題に「正解」があり、生徒はそれに向
かって説明責任を持ちながら取り組んでい
く。 

課題の質 
「正解」をめったに絶対視せず、むしろ課
題に抵抗したり、教師に反抗したり、反対
意見を口にしたり、様々な観点を出したり
する。

教師はグループ過程を監督し、統制する。 教師の 
権威性

教師から生徒のグループに権威を譲り渡し
ていく。
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表２ ボドリによる協同学習と協働学習との区分8 

区別の基準 協同学習 協働学習 

交流、相互作用 構造化されている 
（相互依存の原理）

構造化されていない 
（知識の共通の配置、分配） 

教師による統制 確かである（グループの観察） 稀薄である（子どもたちの自律） 

子どもたちの責任 相互依存によって保証されている 曖昧である 
（各自の裁量に委ねられる） 

子どもたちの間の 
公平性 

不可能である 
（グループの異質性）

起こりえない 
（グループの自由な組織） 

子どもたちが持つ役割 専門化のリスク 細片化のリスク

学習の目的 様々な教育活動に縛られた基礎的
な知識 

基礎的ではない知識 
批判的精神、推論、集団的発見 

 

前者は「私たちの全員が賛意を示す、社会的に正当化された信念」を、後者は「［特定の］共同

体の言語を用いて［社会的に］構成された知識」を指す9。基礎的な知識には、社会の全員によ

って正当化されているという意味である種の権威性（authority）が付き纏っており、それを教

える（生徒集団に分け与える）教師にも権威を付与する。一方で、非基礎的な知識は、学習者

による社会的構成を前提としており、教師に何らかの特権的立場を与えるということはない。 

ブラッフェの所論をもとにした区分として、ボルドー第 2 大学のボドリ（Alain Baudrit）によ

るものがある。ボドリは、協同学習および協働学習の構造をより理解するためには区別が必要

だとして、表２のような区分を挙げている。ボドリの論はブラッフェよりも 12 年新しいもので

あり、その間のヴィゴツキー学派や学習科学における研究成果を踏まえている。 

フラナリー（James L. Flannery）も、1994 年、ブラッフェと同様の問題意識から、協同学習

に権威性を見出している。類型論としてはブラッフェよりも 1 年早いが、その手掛かりとして

いるものは同じである。フラナリーによれば、協同学習は「伝統的な教室が持つ知識と権威性

という方向性を維持するような指導体系を支持するために生徒の学習グループを利用する」点

で、協働学習に対置される10。協働学習では、知識を構成する力（power）を学習者に与える。 

権威性以外の観点で両者を区分する例も多い。神戸大学附属中等教育学校は、2009 年、協同

学習の実践報告において、自校の思想的立ち位置を明確にすべく、ジョンソンらや語義をもと

に相違点を述べた。同校によれば、協同は「全く異なった能力をもった個人が、共通の敵に向

かって戦うというイメージ」であり、協調は「はじめのうちは個別の力を出して敵に立ち向か

うものの、ボスキャラ的存在が現れると、全員が合体し、例えば巨大ロボットになって戦うと

いうもの」である11。つまり、両者は目標達成において個人を強調するか否かで区別される。 

一方、協働学習の立場からの区分として、2008 年に発表された坂本旬による論考がある。坂

本は、協働学習は学習論として大きな可能性を持つにもかかわらず教育学的な検討や定義づけ

が十分になされていないとして、語義や認知科学・教育工学の成果を参照し、ジョンソンらの

協同学習との比較を通して協働学習の定義を試みている。坂本によれば、協同学習は小規模な

自己管理チームを活用するもので、「学習者は一つの組織の同質的な役割を担うものとして期待

されており、学習集団は与えられた学習課題をもっとも効率的に達成するために、リーダーを

中心にチームワークを最大限に発揮することが求められる」12。一方で協働学習は、「他の組織

や地域、異なる文化に属していたり、多様で異質な能力を持った他者との出会い」を前提とし、

「学習者の高い自律性と対等なパートナーシップ、相互の信頼関係の構築」をもとに、「他者同
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士の出会いから生まれる矛盾や葛藤を止揚し、新たな共同体と価値観を創造することにつなが

る」学習である13。ここでは、学習の目的と集団の質をどう規定するかが基準となっている。 

その後、2015 年に、藤井佑介が国内の類型論を参照しながら、グループの成員の相互依存性

の強さに着目して区分を行っている。藤井によれば、「二つの概念の大きな違いは相互依存性の

強弱、それに伴う組織規模、そして時間軸である」14。協同学習は相互依存性が高く、少人数

からなる組織において分業しながら短いスパンでの目的達成を志向する。協働学習は、組織の

成員がそれぞれ自分なりのアプローチをとって、長期的な目的達成を目指す。神戸大学附属中

等教育学校の見方とは対照的である。ただし藤井の問題意識は、アクティブ・ラーニングの実

践に向けて両者の共通基盤を明らかにすることにあり、相違点が軽視されている。 

以上は一例であり、他にも同様の二分法は多く提案されている15。しかし、ここまでの例か

らも窺えるように、分類基準の根拠となる協同学習・協働学習の具体像が異なっており、一定

の共通理解を求めることは現実的でない。事実、次に見るように両者を単純に二分するのでは

なく、一方が他方の特殊な姿であると捉えるという立場もしばしば見られるようになっている。 

 

（２）両者の包含関係を強調する立場 

高等教育研究者のカセオ（Joseph Cuseo）は、1992 年という比較的早い時点で、ジョンソン

らやスレイヴィン（Robert E. Slavin）が理論化してきた協同学習の効果を最大限発揮させるべ

く、協同学習の概念規定を明確にしている。カセオによれば、協同学習は「学生たちによる協

働の、最も明確に操作的定義がなされており、かつ最も手続き的に構造化された形式」である16。

つまり、協同学習はより一般的な概念である協働学習に含まれるものと捉えられるのである。 

両者の区別においてしばしば引用される関田一彦・安永悟の 2005 年の論考も、包含関係に着

目している。彼らは日本協同教育学会誌の創刊号において、辞書や辞書や教育方法学・心理学・

教育工学の事典を手掛かりに概念規定を試み、協同学習と協調学習を定義したうえで、三者を、

「協同学習」⊂「協調学習」⊂「グループ学習・共同学習」という包含関係で捉えるに至って

いる17。関田・安永は、グループ学習・共同学習を、最も広義に「人々が集まりグループを形

成し、何らかの学習活動を一緒に行う」ものとする18。そのうち、「①プロジェクト（一過性の

イベント）の形をとり、②メンバーの間で、相手の活動を参照して自分の行動を調整する仕組

み（機会）があり、③プロジェクトの成果物に対して各自が何らかの貢献を期待され、④しば

しばプロジェクトリーダーによって統率される学習活動であり、 ⑤質の高い成果物が求められ

る学習活動」を協調学習と定義し、①互恵的相互依存関係の成立、②二重の個人責任の明確化、

③促進的相互交流の保障と顕在化、④「協同」の体験的理解の促進を取り入れたものを協同学

習としている19。語義的には協同のほうが協調より広義であるとはしつつも、協同学習が「協

同」の体験的理解を取り入れ、学習のプロセスにも注目を促している点、および教育工学での

使用状況から、「現実的」には「広義の協調学習の中に協同学習を含める」べきであるとする20。

ただし、彼らが別のところで、「両者を区別する明確な基準はなく、協調学習と協同学習を訳し

違える必然性はない」と明記していることには注意したい21。 

教育心理学者ウェブ（Noreen M. Webb）とパリンサー（Annemarie S. Palincsar）は、1996 年

刊の教育心理学のハンドブックにおいて、それまでの研究成果を総括する形で概念規定を行っ
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関する条件・規定が緩慢であるという点で、協同学習が協働学習よりも広い概念となる。 

以上のように、両者の関係は包含関係としても捉えられてきた。しかし、協同学習が協働学

習に包摂されるという見方もあれば、真逆のものもある。共通理解が図られず、関田・安永の

ように区別を棚上げすることにつながる可能性もある。よって、協同学習と協働学習とを単一

の観点から二分することは類型論として明晰さを欠いており、実践的意義を問うには及ばない。 

そうなると、ここで望まれるのは多元的な類型論である。つまり、複数の観点から下位カテ

ゴリーを分析することが望ましい。そうした類型論の必要性は、協働学習に比べ発展の早かっ

た協同学習の分野において自覚され、二つの異なる方向性で実現されてきた。 

 

２．協同学習研究者による多元的な類型論の提起 
（１）ケーガンの「ストラクチャーの次元」 

協同学習には、数多くの技法がある。技法とは、研究者の開発・実験・検証を通じてパッケ 
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表３ ケーガンによる「ストラクチャーの次元」30 

カテゴリー 項目

教育の哲学 
「１．なぜ学ぶのか？（生徒の観点）」、「２．なぜ協同するのか？（生徒の観点）」、
「３．教育のゴール（教師の観点）」、「４．生徒に対する教師の態度［orientation］」、
「５．協同、学習、競争についての想定」

学習の性質 
「６．学習目標の情報源」、「７．学習内容の情報源」、「８．学習課題の複雑性」、
「９．学習情報源の多様性」、「１０．生徒たちの間での学習目標の差異化」、 
「１１．チーム間での学習目標の差異化」、「１２．促される学習のタイプ」

協同の性質 「１３．チーム内での課題構造」、「１４．チーム間での課題構造」、「１５．チー
ム内での報酬構造」、「１６．チーム間での報酬構造」

生徒の役割と 
コミュニケーション 

「１７．チーム編成が含まれるか」、「１８．生徒のグループのタイプ」、 
「１９．生徒の役割のタイプ」、「２０．生徒のコミュニケーションのタイプ」、
「２１．生徒間の地位の階層性」

教師の役割 「２２．教師の役割のタイプ」、「２３．教師－生徒間の地位の階層性」 
評価［Evaluation］ 「２４．評価の情報源」、「２５．評価［の手段］」

 

ージ化された指導方法のことであり、教師はそれに従って授業を行えば、協同学習を実践でき

るとされる。その中で、際立って多くの技法を開発・収集し、ワークショップを通じてその普

及に努めているのが、ケーガン（Spencer Kagan）である。ケーガンは、技法を「ストラクチャ

ー（structure）」と呼び、「生徒たちの間での社会的相互作用を組織する方法」と定義する31。ケ

ーガンによれば、学習する内容に応じて「ストラクチャー」をいくつか取り出し、それらを組

み合わせることによってこそ協同学習による授業が実践できるという32。 

ケーガンのアプローチでは学習内容と相性の良い「ストラクチャー」を選択することが要件

となる。そのためには各「ストラクチャー」の特性を分類しておくことが実践的に有用である。

そこでケーガンは、1985 年に「教室における協同学習ストラクチャーの次元（Dimensions of 

Cooperative Learning Classroom Structures）」（以下、「ストラクチャーの次元」）を提示した33。 

「ストラクチャーの次元」は六つのカテゴリーからなり、それぞれにいくつかの下位項目が

付いて、表３のように計 25 項目にわたる分類基準となっている。「ストラクチャーの次元」に

ついて、ケーガンは次のような実践的意義も述べている。すなわち「この分析は、テクニック

間の類似点と相違点を指摘し、既存のテクニックを修正するやり方を示し、生み出されうる新

たな面白いテクニックを提案してくれる。また、研究が答えなければならない多くの重要な問

題を提起する」34。「ストラクチャーの次元」は、実践の指針であるとともに、各項目を変数と

して実践者や研究者が独自の方法を編み出すためのヒントともなっているのである。 

こうした点から、ケーガンの類型論は、協同学習の理論的なメカニズムというよりも実践手

法の分類に特化したものであると言える。そのため、「ストラクチャーの次元」は、各技法が生

み出された理論的・思想的背景や、協同学習の成功のメカニズムの理解には無頓着である。 

 

（２）協同学習のメカニズムに対する理論的観点による類型論 

協同学習の効果は、研究者の主要な関心事の一つであり、様々な解釈・実証がなされている。

協同学習が成果を生むメカニズムに対する理論的観点に応じて、類型論が提案されてきている。

スレイヴィンによるものとジョンソン兄弟によるものとが代表的である。前者は 1983 年に、後

者は 1985 年に協同学習研究をレビューする中で提起され、現在まで洗練され続けている。 

スレイヴィンは、協同学習を理論的にどう捉えるかという理論的観点を四つ特定している。
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動機づけ、社会的凝集性、認知的発達、認知的精緻化の四つがそれである35。動機づけの観点

とは、課題に対する動機づけを協同学習の真価とする見方である。この観点では、「グループの

パフォーマンス（あるいは、個人のパフォーマンスの合計）をもとにグループに報酬を与える」

36。つまり、パフォーマンスに応じてグループに報酬を与えるようにすれば、協同で課題に取

り組むよう動機づけることができるとする。 

一方、社会的凝集性の観点では、グループの成員たちが一体となり、お互いに成功してほし

いと望むことが、協同を動機づけるとされる。ここでは、成員たちが「グループのことを気に

掛けるから」こそ助け合い、励まし合うと考えられている37。 

認知的発達の観点は、ピアジェ（Jean Piaget）やヴィゴツキー（Lev Vygotsky）の発達理論に
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図１ スレイヴィンによる理論的諸観点の機能的関連モデル40 
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図２ ジョンソンによる協同学習の全体的理論枠組み41 

 

ィンの認知的精緻化の観点とある程度重なる42。ただし、レイヴ（Jean Lave）とウェンガー

（Etienne Wenger）の状況学習論や、サッチマン（Lucy Suchman）の状況的認知の理論なども含

んでおり、認知的精緻化の観点を拡張したものであるとも言える。 

上記の四つの理論をもとにジョンソンらが作ったモデルは図２のとおりである。四つの理論

がそれぞれ、ジョンソンらの理論の中心的概念である相互依存（interdependence）を通して学

習効果の増大に寄与する過程を描き出すものである。 

スレイヴィンとジョンソンらは、協同学習の統合的なメカニズムを描き出そうとしていた。

分類対象の理論的背景や協同学習のメカニズムを論じる反面、ケーガンが志向していた実践的

有用性、すなわち多様な変数を調整して技法を創り出すという点に関しては課題が残る。この

ように、協同学習研究者による多元的な類型論は、実践的有用性、理論的背景・メカニズムへ

の言及という点をすべて満たすものではないが、分類基準の明細さ、理論・実践との結びつき

という点で、単純な二分法を乗り越えるための視座を提供してくれる。次章では、こうした視

座のもとに協働学習を取り込んだ類型論を挙げ、その意義と課題を考察する。 

 

３．協働的な学習の類型論の到達点と課題 
（１）オドネルによるピア・ラーニングの分類表 

『教育心理学ハンドブック』初版（Macmillan 社）におけるウェブとパリンサーの提起から

10 年後に出版された第二版（Routledge 社）において、オドネル（Angela M. O’Donnell）が、表

４に示す新たな類型論を提示した。この分類表は、元々1994 年にオケリー（James O’Kelly）と

の共著43で発表されたものを、その後の研究と政策の発展を考慮して改良したものである。 

表のうち、社会文化的観点以外は、スレイヴィンと一致する。社会文化的観点とは、社会的・

認知的な要素を兼ね備えるもので、様々な意味形成の活動への社会的参加を通して能力や集団

におけるアイデンティティを培うことを重視する44。知識構築環境 CSILE（Computer-Supported 

Intentional Learning Environments）や、ブラウン（Ann L. Brown）らの「学習者共同体（Communities 

of Learners）」が含まれており、1990 年代半ば以降の学習科学の進展を考慮したことが窺える。 

オドネルの分類表の特徴として、二点が指摘できる。第一に、「ピア・ラーニング（peer learning）」

という総称を用い、その中で理論的観点を分類しているという点である。これにより、協同学 
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表４ オドネルによるピア・ラーニングの分類表45 

 
 
 
考慮すべ
きこと 

理論的観点
 

社会行動的 
 
 

社会 
文化的

認知的 

 
精緻化

発達 

動機づけ
社会的 
凝集性 ピアジェ派 

ヴィゴ 
ツキー派

目標／イ
ンセンテ
ィブ 

必要 不要 不要 不要 不要 不要 

グループ
サイズ 大（4－6） 大（4－6） 大 小 小（2－4）  

グループ
の構成 異質 異質 異質 同質／異質 同質 異質 

課題 リハーサル リハーサル／
統合 

問題解決／
探究

リハーサル
／統合

説明 スキル 

教師の 
役割 指導者 ファシリテー

ター 
ファシリテ
ーター

ファシリテ
ーター

ファシリテ
ーター 

モデル／ガイ
ド 

潜在的な
問題 

報酬の利用 
グループサ
イズ 

社会的スキル
の乏しさ 
社会的手抜き 
認知的手抜き 

不平等な参
加 
周辺的な参
加 

助けを与え
ることの乏
しさ 
不平等な参
加

非活動的 
認知的葛藤
の不在 

助けを与える
ことの乏しさ
十分な時間／
会話の提供 

制限的な
問題 

進歩による
得点 
簡単な課題 
社会的凝集
性 

チーム編成 
衝突解決の方
略 
グループ過程
の話し合い 

ある意味で
の共同体の
構築 
貢献の価値
づけ 

助けを与え
ることの直
接 的 な 指
導・モデリン
グ 
相互作用の
台本化

論争の構造
化 

助けを与える
ことの直接的
な指導・モデ
リング 

 

習と協働学習とを同列に扱いつつ、スレイヴィンらのように理論的観点を際立たせていると言

える。「身に付けさせるべき知識やスキルは多様であり、同じ方略を用いることによっては獲得

されえない」し、「広く多様な課題や教室の要求の中で知識やスキルがいかに獲得されるかを説

明しうるピア・ラーニングの理論的観点は単一ではない」という記述からも46、オドネルが複

数の理論的観点を分類・提示する必要性を感じていたことが分かる。 

第二に、各理論的観点について「考慮すべきこと（Considerations）」が 7 点にわたって記述

されていることである。オドネルが言うには、この 7 点は「ピア・ラーニングの方法を選択す

る際、教師の手引きとなるであろう重要な指針」である47。したがって、同表はケーガンの「ス

トラクチャーの次元」と同じ機能を果たすと言える。 

この二点から、オドネルの分類表は、前章で検討した二通りの類型論、すなわち実践上の指

針をもとに技法そのものを分類したケーガンの「ストラクチャーの次元」と、協同学習のメカ

ニズムを明らかにすることを目指して研究の理論的観点を分類したスレイヴィン、ジョンソン

らの類型論とを組み合わせ、学習科学研究にまで言及することで協働学習をも含み込むに至っ

たものと見なせる。この意味で、オドネルの分類表は多元的な類型論の到達点と評価できる。 

オドネルの問題意識は、「教師たちは、特定のタイプのピア・ラーニングを、ピア・ラーニン

グに関する理論的観点や指導の目標と結びつけなかったり、評価の問題を十分考慮しなかった

りすることがあまりにも多い」ことにあった48。NCLB 法（No Child Left Behind Act）以降、ニ

ーズが多様化する中で、あらゆる学校でグループ学習が強調されるようになった状況を考慮し

て、理論的かつ実践的な問題意識から、オドネルは分類表を作り出したというわけである。 
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（２）協働的な学習の理論的展開を踏まえた類型論の課題 

最後に、オドネルの分類表に残された課題として、三点考察しておきたい。第一に、オドネ

ルの分類表が捉える協働学習の範囲の問題である。2016 年に出版された『教育心理学ハンドブ

ック』の第三版の中で、自己調整的理論（regulatory theories）などの協働学習の新たな理論が

明らかにされている49。新たな観点を組み入れ、アップデートしていく必要がある。 

しかしながらオドネルは、過去の理論も網羅してはいない。たとえばブラッフェは、「学生た

ちが、既に自らが所属している知識共同体の共有財産（common properties）とは異なるものを

共有している知識共同体の成員になるのを助ける、文化再適応の過程」を協働学習として理論

化した50。ブラッフェの理論をオドネルの分類表に組み入れた場合、単に「グループの構成」

を「異質」とするだけでは不十分であり、その集団内の「異質」性をどう実践に生かすかとい

う視点が求められることになる。その意味で、枠組みを再検討する余地が残されている。 

第二の課題として、オドネルの分類表は、基本的に個人が思考・分析の対象となっており、

集団に関する規定に乏しい。つまり、かつてブラッフェやブルーメンフェルドらが、またその

後坂本が言及したような集団に関する規定がなく、「サイズ」と「構成」という表面的な基準が

示されているのみである。そのため、各観点による集団の捉え方、集団の質的な高まりの道筋

とそれに対する教師の働きかけ、集団で共有される規範や権力関係といった集団論的な問題を

考察するには課題がある。集団の質に関しては、たとえば近年、協働学習における集団の質の

評価基準として「協働的な e ラーニングのタキソノミー」が提唱されている51。こうした新た

なモデルも参照しつつ、集団の質に関わる視点を組み入れていくことことが有効である。 

第三に、集団が集団として有する目標という視点が欠けている。確かに「考慮すべきこと」

の一部に「目標」が挙げられている。しかしいずれも個人レベルでの目標であり、集団に言及

するものではない。たとえば、社会文化的観点に含まれる知識構築環境 CSILE では、知識構築

に参加している成員たちが、集団として「最先端の知識」を創り出していくことが目標とされ、

個人の目標は想定されないか、あるにしても集団の目標に従属するものと捉えられる52。この

ことから、オドネルの分類表において社会文化的観点の「目標／インセンティブ」の欄が「不

要」となっていることは妥当であると言える反面、集団にとっては少なくとも「目標」は「必

要」である。知識構築における評価の問題は、集団の目標という点が重要な要因になる53。他

の観点も、成員が協同あるいは協働している事態にある以上、集団として何らかの目標が存在

している。集団の目標と個人の目標との関係性に言及することが必要であると言える。 

 

４．おわりに 
本稿では、協働的な学習がその多様性・複雑性ゆえに実践の焦点をぶれさせ、子どもたちに

不利益をもたらすという問題に対処するための手掛かりとして類型論に着目し、現状と課題を

検討することでそのあるべき姿を探究してきた。現在まで最も多く見られる二分法による類型

論は、明晰さや分類対象の不明確さという点で問題点を孕んでいる。こうした二分法の課題に

は、協同学習研究が提起している多元的な類型論が解決のヒントを与えてくれた。本稿では、

それらをもとにオドネルが提起した類型論を多元的な類型論の現在における到達点と位置づけ、

その実践的意義を明らかにするとともに、逆に二分法で取り上げられていたいくつかの観点が
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しかしながらオドネルは、過去の理論も網羅してはいない。たとえばブラッフェは、「学生た

ちが、既に自らが所属している知識共同体の共有財産（common properties）とは異なるものを

共有している知識共同体の成員になるのを助ける、文化再適応の過程」を協働学習として理論

化した50。ブラッフェの理論をオドネルの分類表に組み入れた場合、単に「グループの構成」

を「異質」とするだけでは不十分であり、その集団内の「異質」性をどう実践に生かすかとい

う視点が求められることになる。その意味で、枠組みを再検討する余地が残されている。 

第二の課題として、オドネルの分類表は、基本的に個人が思考・分析の対象となっており、

集団に関する規定に乏しい。つまり、かつてブラッフェやブルーメンフェルドらが、またその

後坂本が言及したような集団に関する規定がなく、「サイズ」と「構成」という表面的な基準が

示されているのみである。そのため、各観点による集団の捉え方、集団の質的な高まりの道筋

とそれに対する教師の働きかけ、集団で共有される規範や権力関係といった集団論的な問題を

考察するには課題がある。集団の質に関しては、たとえば近年、協働学習における集団の質の

評価基準として「協働的な e ラーニングのタキソノミー」が提唱されている51。こうした新た

なモデルも参照しつつ、集団の質に関わる視点を組み入れていくことことが有効である。 

第三に、集団が集団として有する目標という視点が欠けている。確かに「考慮すべきこと」

の一部に「目標」が挙げられている。しかしいずれも個人レベルでの目標であり、集団に言及

するものではない。たとえば、社会文化的観点に含まれる知識構築環境 CSILE では、知識構築

に参加している成員たちが、集団として「最先端の知識」を創り出していくことが目標とされ、

個人の目標は想定されないか、あるにしても集団の目標に従属するものと捉えられる52。この

ことから、オドネルの分類表において社会文化的観点の「目標／インセンティブ」の欄が「不

要」となっていることは妥当であると言える反面、集団にとっては少なくとも「目標」は「必

要」である。知識構築における評価の問題は、集団の目標という点が重要な要因になる53。他

の観点も、成員が協同あるいは協働している事態にある以上、集団として何らかの目標が存在

している。集団の目標と個人の目標との関係性に言及することが必要であると言える。 

 

４．おわりに 
本稿では、協働的な学習がその多様性・複雑性ゆえに実践の焦点をぶれさせ、子どもたちに

不利益をもたらすという問題に対処するための手掛かりとして類型論に着目し、現状と課題を

検討することでそのあるべき姿を探究してきた。現在まで最も多く見られる二分法による類型

論は、明晰さや分類対象の不明確さという点で問題点を孕んでいる。こうした二分法の課題に

は、協同学習研究が提起している多元的な類型論が解決のヒントを与えてくれた。本稿では、

それらをもとにオドネルが提起した類型論を多元的な類型論の現在における到達点と位置づけ、

その実践的意義を明らかにするとともに、逆に二分法で取り上げられていたいくつかの観点が

 
 

見落とされていることを指摘し、今後どのような改善の方向性が考えられるかを考察した。 

協同学習も協働学習も、これまで様々な理論的・実践的展開を重ねてきた概念である。両者

の違いに言及するならば、社会的・歴史的な文脈を考慮に入れ、それぞれの研究史における展

開過程に沿いつつ、境界設定を吟味しながら、その系譜と類型論を描き出すことが妥当である。

本稿ののち、そのようにして協働的な学習に関わる本質的な論点を浮き彫りにすることを通し

て、両者の真骨頂を見極め、真価を発揮させるための示唆が得られるものと考えられる。 
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協働的な学習に関する類型論の到達点と課題 

―協同学習・協働学習に基づく実践の焦点化と評価のために― 

福嶋 祐貴 

本稿では、協同学習と協働学習とを分類するという類型論について、実践の焦点を定め、評価

を行っていくという実践的課題を念頭に置きながら、その到達点と課題を検討する。まず、類

型論として最も多く見られる単純な二分法が、明晰さに欠ける、あるいは分類対象が不明確で

あるという問題点を孕んでいるということを示す。次に、主に協同学習研究者によって多元的

な類型論が提唱されてきたことを示し、その意義と課題を検討する。最後に、そうした成果を

もとにオドネル（Angela M. O’Donnell）が作り上げた分類表を到達点として位置づけ、その

意義と改善の方向性を考察する。多様なニーズへの対応を問題意識とするオドネルによる類型

論は、協働的な学習のメカニズムを説明する理論的観点としても、教師が実践を組み立ててい

くための手引きとしても有用なものである反面、枠組みの再検討、集団論および集団の目標と

いう観点の欠如という課題が残されている。 
 

 

Achievements and Challenges of Typology of Peer Learning: 
Assessment in Practices Based on Cooperative Learning and 

Collaborative Learning 
FUKUSHIMA Yuki 

This paper examines the achievements and challenges of classifying cooperative and collaborative 

learning, taking into account the practical problems for focused practice and assessment. First, this 

research demonstrates that the most frequent way that this type of learning is classified, by categorizing 

it into two groups, lacks clarity, or what it refers to is unclear. Next, it examines the major studies that 

have categorized cooperative learning into multiple groups and examines their significance and 

challenges. Finally, it evaluates the achievement of the classification matrix that Angela M. O’Donnell 

created based on previous efforts and considers its significance and implications for improvements. 

O’Donnell’s matrix addresses diverse needs, and therefore, the typology she formulated is helpful both 

from a theoretical perspective that explains the mechanisms of peer learning and as a practical guide for 

teachers; however, some future problems exist with this framework, such as the need for reexamination 

of the framework and the necessity for taking into consideration its assumptions regarding the existence 

of certain group characteristics as well as their objectives and practices. 
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